
令和６年度　特別徴収税額の決定・変更通知書の見方

該当項目に「＊」が表示

令和６年度　給与所得等に係る市県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用） ④

⑤

⑥

⑦ 3 0 0 0

④

⑤

⑥

⑦ 1 8 0 0

⑧ 1 0 0 0

⑨

⑩ 毎月の納税額

⑪

⑫

（摘要） ……

該当項目に人数が表示 該当項目に「＊」が表示 ⑬

特別徴収税額の決定・変更通知書（例）

令和６年度　給与所得等に係る市県民税　特別徴収税額の決定・変更通知書（納税義務者用） ④ 1 2 3 4 2 0

A 4 7 4 0 6 3 5 8 6 5 0 0 0 ⑤ 9 2 0 3 9

B 3 3 5 2 0 0 0 0 ⑥ 3 1 3 0 0

1 9 5 8 2 9 1 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 1 4 5 0 0 0 ⑦ 3 0 0 0

3 0 4 0 5 8 0 0 ④ 8 2 2 8 0

1 1 9 7 0 0 0 ⑤ 6 1 3 6 0

7 3 9 0 0 0 ⑥ 2 0 9 0 0

0 0 1 8 7 0 0 0 ⑦ 1 8 0 0

1 0 0 0 0 0 0 ⑧ 1 0 0 0

1 0 9 9 6 2 4 0 ⑨ 5 8 0 0 0

0 4 5 0 0 0 0 ⑩ 0

7 0 0 0 0 4 3 0 0 0 0 ⑪ 0

2 5 0 0 0 G 2 1 7 4 6 2 4 1 1 2 ⑫ 0 0

（摘要） 5 8 0 0 0 6 0 0 0 ……

定額減税額　市　24,000円　…6,000円×４人、県　16,000円　…4,000円×４人 ⑬ 0 5 2 0 0
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Ｆ－Ｇ

雑損控除から基礎控除

までの合計額

表示金額の６％を市民税

４％を県民税

表示金額の３％を市民税

２％を県民税

表示金額の5.4％を市民税

3.6％を県民税

定額減税 24,000

調整控除 5,400

住宅ローン控除 4,530

配当割、株式譲渡割 58,109

＊寄附金控除もここに含まれます

定額減税 16,000

調整控除 3,600

住宅ローン控除 3,020

配当割、株式譲渡割 38,740

＊寄附金控除もここに含まれます

※総合課税（C）

農業所得 △1,000,000

不動産所得 282,930

雑所得 405,650額

※分離課税（D）

短期譲渡所得 145,506 株式譲渡所得 1,197,487

上場株式の配当 739,504 先物取引所得 187,214

「定額減税控除外額」の記載がある場合、定額減税

しきれていないため、別途調整給付が給付されます

令和６年度に限り７月からの納

付になります（均等割のみの方、

所得が1805万円を超える方は６

月からの納付）

本人、老人１人、

子供２人の４人

ご不明な点は朝来市役所税務課へ

お問い合わせください ℡079-672-6119


